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不確実性下の地域間租税帰着 :再考*)

角 野 浩

1.はじめに

前稿(角野〔21〕)では,経済に不確実性要因が存在することを考慮して,地域間租税帰着理論の

一つの展開を図った.不確実性下の帰着分析はBatra〔4〕,〔5〕,RattiandShome〔15〕,〔16〕,

池田 〔2〕等によって展開され,供給側の産業を二産業(法人産業,非法人産業)に分け,片方の

産業の生産に不確実性要因があると仮定されていた.一方,地域間租税帰着の分析はMcLure

〔11〕,〔12〕,本間〔7〕によって展開されたように,生産要素(労働,資本)の少なくとも片方が

短期的に地域間移動が不可能であることが想定されていた.前稿では租税帰着分析にこれらの二

つの視点を融合し,初期に租税体系が存在することを前提としながら,新たな帰着分析を試みた.

本稿の目的は,前稿の議論を次の点で拡張することにある.すなわち,前稿のモデルで導入し

た雇用税,資本費用税に加えて,新たに物品税,及び法人産業に法人利潤税を導入し,その状況

における後者二税の帰着分析を行なう.法人利潤税は,Batra〔5〕,Sandmo〔18〕,池田 〔2〕

で考慮されたfulllossoffsetな利潤税と仮定される.

本稿の議論は以下のように進められる.次節では,経済に不確実性が存在し,生産要素の地域

間移動に制約が存在するモデルを提示する.不確実性は供給側の法人産業の生産に存在し,要素

の地域間移動については,労働が短期的に移動できないことを仮定する.これらは前稿の議論を

継承するものであるが,新たな税が導入された点で異なっている.第3節では,帰着分析の準備

として,Jones〔9〕の比較静学の手法にしたがってモデル体系を集約する.第4節では,租税体

系の改編が各地域及び社会全体に与える影響を分析し,諸命題として整理する.第5節では,本

稿の分析を要約し今後の課題を提起する.

2.基本モデルと仮定

本稿で想定する経済は,競争的で,かつ2地域からなり,また供給側に不確実性が存在してい

るとし,さらに以下を想定する.

*本校の執筆に際し,名古屋市立大学の牛嶋正教授,山田雅俊助教授にご教示を賜りました.ここに感謝の意
を表します.なお言うまでもなく,本稿における一切の誤りは筆者の責任です.
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(i)第1地域に法人産業,そして第2地域に非法人産業が存在するとし,各々完全特化的に第

1財,第2財を生産する.

(ii)第1地域の法人産業は,その生産が不確実であり,第2地域の非法人産業のそれは確実で

あるとする.

仙 各地域で,労働と資本の2要素が利用され,要素の地域間移動の制約によって,労働は両

地域を移動不可能であるが,資本は完全に移動可能であるとする.

Gv)第1地域に存在する法人産業(以下不確実性産業と呼ぶ)は生産が不確実性下にあり,生産

関数を一次同次と仮定すれば次のように表される.

Xl-aFl(Ll,Kl) (1)

ただし,Xlは第1財の生産量であり,Ll,K.は各々第1地域で利用される労働と資本である.普

た,αは確率密度関数g(α),期待値Elα]-a-を持つ確率変数であり,α>0を仮定する.1)

(Ⅴ) 第2地域に存在する非法人産業(以下確実性産業と呼ぶ)は生産が確実性下にあり,1次同

次の生産関数で次のように表される.

x2-F2(L2,K2) (2)

ただし,x 2は第2財の生産量であり,L2,K2は,各々第2地域で利用される労働と資本である.

㈹ 各産業に対する課税として,財に課される物品税(Tpj),労働に課される雇用税(TLj),質

本に課される資本利用税 (㌔ )が考慮される.ただし,

T,,-1-tp,

TL,-1+tL,

TK,-1+tKj,(j-1,2)

とし,tl,(i-P,i,K :j-1,2)が税率を表し,各々0≦t,,<1,tL,≧0,ijU≧0,(j-1,2)と仮定す

る.さらに不確実性産業には,fulllossoffsetな法人利潤税(㌔.)が課されているとする.ただ
2)

し,THl-1-t花.とし,t方1は税率を表し,0≦t花l<1を仮定する.

1) Batra〔5〕,RattiandShome〔15〕参照

2) Batra〔5〕,Sandmo〔18〕参照.fulllossoffsetな利潤税は,法人が,損失分を繰り越すことが可能で

あり,利益が生じたときにのみ法人利潤税が課されるという実際上の租税体系を反映している.
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このとき不確実性産業の税引後利潤(7rl)は次のように表される.

7rl-Twl(T,1PlaFl(Ll,Kl)-(TLlu)lil+TKlrKl)) (3)

ただし,Plは不確実性産業の生産物価格,W.,rは各々同産業で成立する賃金率,利潤率である.

労働の移動不可能性の仮定から,各産業で成立するwi(i-1,2)は一般的に等しくない.

他方確実性産業の税引後利潤(7T2)は次のように表される.

7r2-T,2P2F2(L2,K2)-(TL2u)ZL2+TK2rK2) (4)

ただし,P2は確実性産業の生産物価格,W2は同産業で成立する賃金率を表す.

仙 不確実性産業の目的は期待効用E[U(7rl)]の最大化にあり,その行動は危険回避的である

と仮定する.したがって,その効用関数は単調増加な凹関数(U'(7rl)>0,U"(7T.)<0)とする.

さて期待効用の最大化の必要条件として次式が得られる.

ElU′(7rl)Twl(TpIPlαFLl-TL.u)1)]-0

ElU'(7rl)Tw.(TpIPlαFK1-TKlr)]-0

ただし,FLl-∂Fl/all,FKl-∂Fl/∂Klである.上式をPl,u'1,rが確率変数ではない事に注意し

て変形すれば次式が得られる.

TL.u)1-βTpIPIFLI

TK.r-βTpIP.FK.

3)

ただし,βは ｢リスク･マージン(riskmargin)｣を表し,次のように定義される.

♂-莞蒜競 1 (,o)

さらに(1)の期待値をとり,それにオイラー定理を用いれば,

3) Batra〔4〕,Sandmo〔19〕参照
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ElXl]-a-Fl(Ll,Kl)-a-FLILl+aTKIKl

が成立する.ここで,(1′)と(5)から,

βTpIPl-a-TLIWlaLl+a-TKlraKl

4)
が得られる.ただし,ail(Ll,Kl)-a-Flとし,ail-Ll/a-Fl,aKl-Kl/a-Flと定義する.

また利潤 7rlQま,(3)に(5)を代入すれば,

7rl-TKITpIPl(α-β)Fl-(1/a-)TKITpIP.(α-β)aLFl

で表されることがわかる.

崩か 確実性産業の目的は利潤最大化であり必要条件として次式が袴られる.

TL2W2-T,2P2FL2

TK2r-Tp2P2FK2

ただし,FL2-∂F2/aL2,FK2-∂F2/aK2である.また(4)と(8)から,

Tp2P2-TL2u)2aL2+TK2raK2

(1 ′)

(7)

(3′)

(8)

(9)

が導かれる.ただし,F2(IJ2,K2)-F2とし,aL2-L2/F2,aK2-K2/F2と定義する.

伽 労働及び資本市場において,各要素は完全に利用されると仮定する.したがって次の均衡

条件が成立する.

L-aLla-Fl+aL2F2(Ll-aLla-F"L2-aL2F2)

K-aKla-Fl+aK2F2(Kl-aK.a-Fl,K2-aK2F2)

ただし,L,Kは,各々社会全体に存在する労働,資本の量を表し,一定である.さらに労働は移

動不可能であるからLl(i-1,2)も一定と仮定されている.

4) (1)の期待値をとった時にのみ,オイラー定理を用いて,(5)を代入できる.
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(Ⅹ) 最後に需要行動について次のように想定する.

a)生産物市場のauctioneerは,期待供給量と期待需要量が等しくなるように生産物価格を
5)

設定すると仮定する.

b)家計と各地方政府の財の需要に対する選好は同一であり,相似拡大的(homothetic)な効
6)

用関数でそれが具体化される.以上の仮定から財需要は生産物価格の比率のみの関数となり,

財の需要比率は,

i - H (i )
(12)

で表される.ただし,財は互いに代替的だからH'>0である.

以上の経済は,(6),(7),(9),(10),(ll),(12),(3′)の7本の方程式で要約される.また,内生

変数は,P.,P2,r,u)1,W2,7rl,βの7個であり,体系は完結している事が確認される.

3.分析の準備

本節では,比較静学の手法によって租税帰着分析を行うため,Jones〔9〕の方法によって前節

のモデルから変化率方程式を導出し,その準備としよう.その際に前節で導出した r,wz(i-1,2)

以外の内生変数は消去し,外生変数 T-(Tpl,Tp2,TLl,TL2,TJ"TJ{2,TKl)とr,wz.(i-1,2)だけ

で成る変化率方程式に集約して行くことにする.

(i) 要素価格と産出量の関係を考えよう.(10),(ll)を全微分する事によって次式が得られる.

ALla-Fl+AL2F2--(ALlâLl+AL2a-L2)

AKla-̂F .+ )K2F2--(AKla-Kl+)K2aAK2)

ただし,

5) RattiandShome〔16〕,池田 〔2〕参照

6) 各地方政府は,税収を域内住民に一括所得移転すると仮定されており,ここで想定する経済では,所得はす

べて家計に帰属することになる.

7) Jones〔9〕,角野 〔21〕参照
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All-旦 旦 与 L̂2-盛 もL L i

･K.ニー姐 昔 , K̂2-盛 甚K K K

All+)12-1,i-L,K

(13)

(14)

であり,Azj(i-L,K;j-1,2)は,第 i要素への分配率を示す.また,[〈]は変化率を示し,例え

ばF2-dF2/F2である.

(ii)各産業は期待効用または利潤の最大化の背景で単位費用 C,-TL,u),aL,+TRJYlaK,(j-1,2)

を最小化しているから,dC,-0-TLjW,･daL,+TK,YdaK,(j-1,2)が成立する.したがって,

OL,･âL,+ORjaAK,-0,j-1,2

が成立している.ただし,

OLl-解 ･OL2-也Tp2P2

oKl-薯 賢,OK2-迦 kTp2P2

(15)

(16)

と定義する.Oz,(i-IJ,K:i-1,2)紘,第j産業の生産物価値の第j要素に対する分配率を示す.

0,,の定義を用いると,(7),(9)は次のように表されることに注意しておこう.

OL,+OK,-1,j-1,2

さらに各産業の要素代替弾力性 6,(j-1,2)の定義から,

a-i,･-a-Kj--Cj(iDr rA)-Oj(TL,- TK,),i-1,2

(17)

(18)

の関係が得られる.8)(15)および(18)を(16),(17)を考慮してa-l,(i-L,K ;i-1,2)について解
くと次の関係が導かれる.

8) Jones〔9〕,角野 〔21〕参照
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âL,--OK,6,(ib,-rAト OKjCj(TLj-TK,),j-1,2

aAK,-OL,6,(lD,-r̂)+OLjC,(TL,- TK,),i-1,2

さらに,(19),(20)杏(10′),(11′)に代入すれば次の関係が得られる.

ALla-Fl+AL2F2-ALleKlO.(al一戸)+AL28K262(ib2-rA)

+ALleK161(fL.-fKl)+AL20K262(fL2-fK2)

AKla-AFl+)K2F2-AKlOL161(ibl-r̂)+AK20L262(痴2-rA)

+AKlOLlOl(fL.- fKl)+AK2OL262(fL2-fK2)

(lo′′)

(11′′)

仙 生産物価格と需要価格の関係を考えよう.以下第1財をニュメールとLPl-1と正規化し

よう.

まず(7)を全微分して(15),(16)を考慮すれば,

6-(OLlal+8KlrA)+(OLlfLl+OK.fKl)-fp1

9)
が導かれる.同様にして(9)から,

P2-(OL27万2+8K2戸)+(OL2fL2+8K2fK2ト fp2

(7′)

(9′)

が得られる.

Gv)財の需要比率を示す(12)紘,Pl-1であるから,P2のみの関数として表される事に注意し,
10)

需要代替弾力性(OD)の定義式を変化率方程式で示せば次式のようになる.

a-F1-F2-6DP2 (12′′)

(V) 以上の(lo′′),(11′′),(7′),(9′),(12′)の5本の方程式から,a-̂F.,F2,P2を消去し,戸,

由,,Tl,(i-IJ,K :i-1,2)だけから成る関係式を導入しよう.

9) Pl-1から,P1-0である.

10) Jones〔9〕参照.また,(12)は a-Fl/F2-H(P2)で表される.
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まず(lo′′)から(11′′)を引けば次の関係が得られる.

1̂ .[1 - 1,la-:: ]- ElOll1- 1,lafl]･ 6262[1 -1][:̂ 2]

･ ElOll1 - 1,lTfi.1]･6262[1 -1]lTf;22]

(21)

ililE

ただし, 川 を産業間の物理的要素集約性と定義し,(14)を考慮すると次のように展開される.

F拒 [二LKll ^̂LK22]
- A L lAK 21 AI,2AKl- ALl-AKl

また,Ei(i-1,2)紘,

E1-ALIOKl+AK1OL.>0,62-AL20K2+AK20L2>0

のように定義される.

次に(7′)から(9′)を引けば次式が得られる.

- pZ-lOLl eKl,[;1- [oL2 0K2,[…2]･ loLI OKl,lTf ;11]

-loL2 8K2,lTi ;22]-[1 - 1･[至 上 β

(22)杏(12′)に代入すれば次式が得られる.

f l1 - 1][ 芸 1]-lei. eKl,[:̂ 1]･lOL2 0K2,[:̂2]

-l ol l OKl,li;11]･lOL2 0K2,[夏 22] -P2･ 6

(22)

(23)

ll) Jones〔9〕参照.FAl>0は不確実性産業が労働集約的,rAl<0ほ不確実性産業が資本集約的である事を表

している.
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(21)に1/lAlを乗じ,(23)にoIDを乗じた上で,前式から後式を引けば,a-̂Fl,F2が消去され次

の関係が得られる.

L̂ ･CD8--[ヮ1-72･la,Il]･[- ,la,̂2]･lq1- 72,lT;LKll]

+[甲3 -ク｡] -LA lo･Dll

(24)

ただし,ワl(i-1-4)は次のように定義される.

7.-ElOl+ lAleLlCD,甲;-E101-IAleKIOD
甲｡-E20,2-lALOLZCTD,甲｡-E262+1AW K20･D

最後に不確実性要因を表す βを消去することを考えよう.このために(3′)を全微分して整理す

れば,

d7r.-7rl(THl+Tp.+aJFl)-(1/a-)TwITpla-F.de

が導かれる.

次に(6)を全微分すれば次式が導かれる.

E(U′′(7T.)(α一β)d7TlトElU′′(7rl)]de-0

(6′)に(2′′)を代入すれば次式が得られる.

E.a-Fl+E.T7(.+EIT,1+E2β-0

ただし,E.(l'-1,2)は次のように定義される.

E1--ElU"(7ll)(α-β)2]TwITpIFI

E2-(E[U′′(7rl)(α-β)】THITpIFl+ElU'(7rl)])β

ここで絶対的危険回避減少の仮設から,
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E[U′′(7rl)(α-β)]>0 (27)

の関係が成立していることに注意しておこう12).

さらに(10′)に)K2を乗じ,一方 (11′)にはALlを乗じて,前式から後式を引いたうえで,(19),

(20)を考慮してF2を消去すれば,

･̂.a-F 1-63[1 - 1][…1]･E4ll - 1][ :̂ 2]･ ESl1- 1,[; :ll]

+ ㌫ 【1 - 1]

(28)

が得られる.ただし,Ez(i-3-6)は次のように定義される.

E3-ALlAK20K.61,gT4-AL2AK20L262
E5-AL2AKlOL161,E6-)L2AK2OL262

さらに,(28)を(26)に代入して a-Flを消去し,(24)に代入すれば 8̂が消去され,最終的に次

の関係が得られる.

lEIE3･iq1-(EIE3･iq2)]la,:]･lEIE4･iq3-(EIE4･%74)]la,-2]

--lEJ5･吾ワllEIE5･iq2)][;:11]-lEJ6･%ヮ3-(ElE6+iq4)][夏22](29,
+rAllE21El-1]

ただし,

E2-El>0

-lAFElfwl

12) 証明はRattiandShome〔15〕,酒井 〔17〕,角野 〔21〕参照
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13)
が成立している事に注意しておこう.

租税パラメータを T-(Tp.,Tp2,TLl,TL2,TKl,TK2,T,H)で表せば,Tの改編が各産業の賃

金 ･利潤率比さらには社会全体の労働 ･資本分配率に与える効果は各々(29)から得られる.その

詳細は節を改めて検討することにしよう.

4.租税帰着分析

本節では,前節の変化率方程式(29)に基づいて,租税パラメータT-(Tt"Tp2,TLl,TL2,TKl,

TK2,T,H)の改編が賃金 ･利潤率比に与える効果を分析し,税の帰着を明らかにしよう.

ところで,各産業の賃金 ･利潤率比への影響を明らかにするために,需要側の制約として需要

代替弾力性に関する条件を付加することにしよう.すなわち,以下の税の帰着の分析においてCD

が十分に小さいとする.このときヮZ(i-1-4)の定義から,符,≒6161(i-1,2),ワl≒E262(i-3,4)と

なる.したがって,(29)は次のように書き直すことができる.

Elll l l,[: l]･E2[1 - 1][… 2]

- -E3[1 - 1校 11]-84[1 1 1校 22]･L梢 2- E l -1･[至上 L̂舵 1
ただし,E,(i-1-4)紘,次のように定義される.

El-EJ3･お ち,0,E2-EIE4･吾 E262,0

E3-EIE5･吾E161,0,E4-EIE6･吾 6262,0
以下では(29′)によって各税の帰着を分析して行こう.またすべての帰着分析を通して絶対的危

険回避減少の仮設が仮定されている事にも注意しておこう.

さて社会全体の労働･資本分配率(M)紘,M-(WIIJ.+u)2L2)/rKで表すことができるから,各

地域の労働(i"i-1,2)および資本量(K)は地域間帰着モデルでは一定である事を考慮し,

13) 証明は付論を参照
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Llu)l
el=Llu,I+L2u)2'

i-1,2

と定義すると,その変化率h ほ,

h-ll-1,zflell芸l]･i-1,2
と表される.すなわち,各地域で成立する賃金 ･利潤率比の変化率の加重平均によって,社会全

体の労働 ･資本分配率の変化率が得られることに注意しておこう.

(i) 物品税の帰着

税パラメーターのうち物品税(Tpl-1-tpt,i-1,2)だけが課税されるとする.ただし,物品税

率t,l･(i-1,2)が上昇するとき,Tpz(i-1,2)は減少し,その変化率 fpz(2'-1,2)は負になること

に注意しておこう.不確実性産業-の物品税の税率tplの上昇を考えると(29′)から次式が得られ

る.

･1 ll,El･lillafz]
-lAE(E2-El)fp.<>O,i-1,2,lAl<>0 (複合同順)

ここで,El(i-1,2)>0,かつE2-El>0だから,物品税率tplの上昇は,il,Z(i-1,2)の減少(上昇)

と,rAの上昇(減少)を導くことがわかる.次に確実産業への物品税の税率tp2の上昇を考えると
(29′)から次式が得られる.

･1 -1]Ezgllafz]
--lAI(E2-E.)fp2<>0,i-1,2 FAl<>o (複合同順)

ここで,Ez(i-1,2)>0,かつE2-E.>0だから,物品税率tp2の上昇は,ibl(i-1,2)の上昇(減少)

と,rAの減少(上昇)を導くことがわかる.

したがって,次の命題としてまとめられる.

〔命題1〕

絶対的危険回避減少の仮設の下で,一方の地方政府が域内の労働(資本)集約的な産業に対して

物品税を増税する時,需要代替弾力性が十分に小さければ,各地域で成立する賃金 ･利潤率比は

-254-



下落(上昇)し,社会全体で成立する労働 ･資本分配率は下落(上昇)する.

(ii)法人利潤税の帰着

税パラメーターのうち法人利潤税(Tm1-1-tHl)だけが課税されるとする.ただし,法人利潤税

率 t冗1が上昇するとき,THlは減少し,その変化率 T,Hは負になることに注意しておこう.不確実

性産業(法人産業)への法人利潤税の税率 twlの上昇を考えると(29′)から次式が得られる.

･1 - 1]斬 ]
- - lA k.fKl≧ 0,i- 1,2 1AL<> 0 (複 合同順 )

ここで,El(i-1,2)>0,かつE.>0だから,法人利潤税率 t汀1の上昇は,痴l(i-1,2)の上昇(減

少)と,戸の減少(上昇)を導くことがわかる.

したがって,次の命題としてまとめられる.

〔命題2〕

絶対的危険回避減少の仮設の下で,第1地域の政府が,域内の労働(資本)集約的な法人産業に

対して法人利潤税を増税するとき,需要代替弾力性が十分に小さければ,各地域で成立する賃金･

利潤率比は上昇(下落)し,社会全体で成立する労働 ･資本分配率は上昇(下落)する.

5.結び

本稿の目的は,前稿と同じく経済に不確実性要因が存在することを考慮した地域間租税帰着モ

デルに基づいて,その中に新たな税を導入し,前稿の議論を補足した上で拡張することであった.

不確実性要因は法人産業の生産に存在し,要素移動の制約については,生産要素の一つである労

働が短期的に地域間を移動することができないと想定された.

本稿あるいは前稿の不確実性下の帰着と伝統的な不確実性が存在していない地域間租税帰着と

を比較すると,前者の帰着ではかなり厳しい制約下においてのみ結果が明らかになった.つまり

不確実性が存在する法人産業の行動については,需要代替弾力性(CD)が十分小さいという制約が

課された.これは,第1に不確実性産業の危険に対する行動を制約しなければ帰着は明確になら

ない事,また,第2に供給側の不確実性は財を消費する需要側にも及ぶため,需要側の行動につ

いても限定的なものとしなければ帰着は明確にされなかったためと考えられる.これらの制約は

本稿あるいは前稿の分析手法および結果が限定的であることを示すものであるが,その制約をゆ

るめることは,供給側に起因する不確実性の社会全体に及ぼす影響を考える上で大切であり,是
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非検討して行きたい今後の課題である.

付論

E2- El>0の証明

まず,El(i-1,2)の定義を用いて,E2からE.をひけば,

E2- El-βElU′′(7T.)(α-β)]TwIT,1Fl+βElU'(7T.)]1 -ElU′′(7Tl)(α-β)7rl])

-ElU′′(7rl)(β(α-β)+(α-β)2日Tw.T,1Fl+βElU'(7rl)]

-ElU′′(7rl)(α-β)α】TwITpIFl+βElU′(7Tl)] (Al)

となる.仮定から,βElU'(7Tl)]>0が言えるから,(Al)右辺第2鄭 ま正であることがわかる.

次に(Al)右辺第 1項の符号を調べよう.本論2節の(6)から,

ElU'(7rl)(ale)]-0

が成立する.また,

U'(7ll*)(α*-β)-0

7ll*-Plα*Fl(Ll,KI仁 (TLluJlL.+TKlrKl)

を満たすようなαをα*とおく.本論2節の(3′)と(A4)から,

7r1-7rl*-(α-α*)pIFl(Ll,Kl)

の関係が成立する.したがって次の関係が成立する.

7rl享≠=⇒α妻α*-β(複合同順)

ここで絶対的危険回避減少関数を次のように定義する.

Ra(7T.)--
U′′(7T.)
L･''(,I.A)I
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また上式は絶対的危険回避減少の仮設の下では,単調減少関数(Rニ(7rl)<0)だから(A6),(A7)

から次の関係が成立する.

一幕 -Ra(Hl)gRa(Hl*)- HlSHl*(複合同順'

したがって(A8)から,すべてのαに対して次の不等式が成立する.

U"(7rl)(α-β)≧一Ra(7Tl*)U'(7rl)(α-β)

また両辺にαを乗じれば次草が得られる.

U′′(7rl)(a-β)α≧-Ra(7rl*)U′(7Tl)(α-β)α

(A9′)に確率オペレーターを施し,かつ(A2)を使えば,

ElU′′(7Tl)(α-β)α】>一月α(7Tl*)ElU'(7Tl)(α-β)α]-0

が成立し,次式が得られる.

ElU"(7rl)(α-β)α]>0

(A8)

(A9)

(A9′)

(A9′′)

(AIO)

したがって,Twl,Tpl,Flは定義から正であり,(Al)右辺第1項が正であることが言えたから,

E2-El>0

が証明された.
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